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SUMMARY
	 The Great East Japan Earthquake on March 11, 2011, followed by subsequent earth-
quake and tsunami, compounded by the accident at the Tokyo Electric Power 
Company’s Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant, created a triple disaster. 
Fukushima Prefecture commissioned Fukushima Medical University to initiate the 
Fukushima Prefectural Health Survey, now in its 15th year. Over the most recent five 
years, health conditions have at least not deteriorated. Notably, thyroid examinations 
showed “no association between radiation exposure and thyroid cancer has been identi-
fied.” It remains necessary to expand countermeasures supporting the mental and 
physical health, as well as the livelihoods, of the prefecture’s residents.
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1．はじめに

　2011 年 3 月 11 日 14:46 に起こった東日本大

震災（以下，震災）により，岩手県，宮城県，

福島県を中心に甚大な人的，物的被害が生じた．

福島県では，地震，津波に加え，東京電力福島

第一原子力発電所事故（以下，原発事故）とい

う三重苦を背負わされることになった．

　福島県内では，放射性物質の飛散により避難

区域等に指定された地域の住民約 14.6 万人が役

場機能とともに避難せざるを得ない状況となっ

た．また，避難地域に指定されていなかった地

域に居住していた住民も少なからず放射線の健

康影響に対する不安から，自主的に避難した．

　福島県では，このような状況を踏まえ，県民

の被ばく線量の評価を行うとともに，県民の健
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康状態を把握し，疾病の予防，早期発見，早期

治療につなげ，もって，将来にわたる県民の健

康の維持，増進を図ることを目的とし，福島県

「県民健康調査」を実施することとした［1］．

　福島県立医科大学は福島県の委託により県民

健康調査を実施している．県民健康調査は，外

部被ばく線量を推定する基本調査と県民の健康

状態を把握するための 4 つの詳細調査（甲状腺

検査，健康診査，こころの健康度・生活習慣に

関する調査，及び妊産婦に関する調査）が含ま

れている［2］．

　本稿では，福島県「県民健康調査」の概要及

び結果を紹介し，今後の課題についても言及す

る．

2．対象と方法

　基本調査は，東京電力福島第一原子力発電所

の事故後，空間線量が最も高かった事故後 4 ヶ

月の時期における放射線による外部被ばく線量

の推計を行うもので，全県民約 206 万人が対象

である．

　1986 年のチョルノービリ原発事故後に放射線

による健康被害として，放射性ヨウ素の内部被

ばくによる小児の甲状腺がんが報告された［4］．

福島原発事故では，チョルノービリ事故に比べ

て放射性ヨウ素の被ばく線量が低いが，子ども

たちの甲状腺の状態を把握し，健康を長期に見

守るために甲状腺超音波検査を実施している．

震災時 18 歳以下であった全県民 38.1 万人を対

象に，1 回目の検査（先行検査）を 2011 年 10

月から開始し，3 年間で初回の調査を終了した．

2014 年から 2 回目の検査（本格検査）を開始し，

2025 年から 7 回目の検査を実施している．本検

査は任意の検査であり，検査のメリット・デメ

リットを理解したうえで，受診・非受診の選択

をしてもらっている．

　健康診査とこころの健康度・生活習慣に関す

る調査（以下，ここから調査）は．2011 年度に

避難区域等に指定された13市町村等に震災時に

住民登録していた約 21 万人全員が対象である．

全ての年齢区分の対象者一人ひとりが自分の健

康状態を把握し，生活習慣病の予防や疾病の早

期発見，早期治療につなげていけるような検査

項目にした．16 歳以上では，高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 20

条に基づく「特定健康診査」の検査項目を基本

として，血算などの項目を追加した．ここから

調査では，原発事故の体験やその後の避難生活

により，多くの方が不安やストレスを抱えてい

ることから， こころと身体の健康状態と生活習

慣などを質問紙により正しく把握し，一人ひと

りに寄り添った保健・医療・福祉に係る適切な

ケアを提供するため，年齢に応じた質問票とな

っている．

　原発事故により，福島県内，特に，避難区域

の妊産婦は医療機関の変更や定期受診等ができ

なくなり，自身や子どもの健康管理が十分に行

えない状況に陥った．避難区域の妊産婦も放射

線による胎児への影響を心配せざるを得なくな

った．そこで，妊産婦に関する調査は福島県内

で母子健康手帳を交付された方をおもな対象と

して，妊産婦さんの健康状態等を質問紙で把握

して今後の健康管理に役立てもらうことを目的

とした．出産 4 年後，8 年後にはフォローアッ

プ調査も実施した．

3．結果および考察

1 ）基本調査

　基本調査では，2025 年 3 月 31 日現在，対象

者 2,055,238人のうち，569,899人から回答（回

答率は 27.7％）があった．震災時年齢階級別の

回答率では，0～9歳で46.9％，10～19歳で36.4

％，20～29 歳で 18.2％，30～39 歳で 24.9％，

40～49 歳で 22.5％，50～59 歳で 23.0％，60 歳
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以上で 27.9％と年齢が若い方が回答率は高いこ

とがわかる．未成年者は保護者が回答しており，

保護者が子どもの被ばく線量を気にしているこ

とが伺える．また，地域区分別では，避難区域

に該当する相双地域が46.2％であるのに対して，

会津地域21.9％，南会津地域20.9％と福島原発

から遠く，被ばくの影響が小さいと考えられる

地域での回答率は低かった．

　実効線量推計結果としては，全体の約 99.8％

が 5mSv 未満，93.8％が 2mSv 未満であり，最

高値 25mSv（平均値 0.9mSv，最頻値 0.6mSv）

であった．これらの結果を踏まえ，福島県「県

民健康調査」検討委員会（以下，検討委員会）

は，「これまでの疫学調査により 100mSv 以下で

の明らかな健康への影響は確認されていない［3］

ことから，4 ヶ月間の外部被ばく線量推計値で

はあるが，「放射線による健康影響があるとは 

考えにくい」と評価される．」［5］としている．

2 ）甲状腺検査

　検査 6 回目までに，25 歳・30 歳の節目健診の

対象者を含め，甲状腺の悪性・悪性疑いが 350

人以上で発見されている．検討委員会の下にあ

る甲状腺検査評価部会は，「4．まとめ」として，

さまざまな解析を行い，「…悪性ないし悪性疑い

発見率との関連において，被ばく線量の増加に

応じて発見率が上昇するといった一貫した関係

（線量・効果関係）は認められなかった．よっ

て，先行検査から検査 5 回目までにおいて，甲

状腺がんと放射線被ばくの間の関連があるとは

認められなかった．」としている［6］．

3 ）健康診査

　BMI25kg/m2 以上の割合は，各年度ともに女

性と比べ男性で高かった．男性では，全ての年

齢区分において近年は大きな変化はなかった．

女性は，40～64 歳で震災後に割合の増加傾向が

見られたが，その後減少傾向にある．65 歳以上

では震災後，減少傾向が続いている．収縮期血

圧 140mmHg 以上，及び，拡張期血圧 90mmHg

以上，つまり，高血圧の割合は，40 歳以上の男

女ともに，2011 年度から 2014 年度まで減少傾

向がみられ，その後は一定の傾向を示さなかっ

た．肝機能では，AST 31 U/L 以上の割合，

ALT 31 U/L 以上の割合，γ-GT 51 U/L 以上

の割合は，全ての年齢区分で一定の傾向を示さ

なかった．耐糖能異常では，HbA1c5.6％以上

の割合は，40 歳以上の男女で，2011 年度から

2023 年度まで増加傾向が見られている．

　放射線との関連の解析からは，被ばくによる

影響は認められていない［7］．

4 ）�こころの健康度・生活習慣に関する調査（こ

こから調査）

　子どものこころの健康度では，専門的な支援

が必要とされる割合は，2011 度では日本におけ

る一般的な割合と比べ，非常に高かったが，年々

低下し，ほぼ平時と同程度まで低下した．一方，

16 歳以上のこころの健康度では，気分障害や不

安障害の可能性があり，何らかの支援が必要と

考える割合は，2011 年度には 14.6％と日本の一

般人口における割合（3.0％）と比べ，極めて

高かったが，毎年改善していった．2020 年度に

は 5.2％になったが，2021 年度には 6.1％から

わずかであるが上昇し，その傾向が続いている．

問題となるような飲酒行動（問題飲酒）の割合

は，男女ともに，2012 年度には男女ともに極め

て高かったが，毎年減少した．ただ，直近 2023

年度でも男性で 14.1％，女性で 6.2％と高い割

合であった．

5 ）妊産婦に関する調査

　妊産婦に関する調査（以下，妊産婦調査）は

2011 年度から毎年，母子健康手帳を交付された

方を対象として調査（本調査）を実施し，概ね

半数の回答率であり，関心の高さが伺える．

　妊産婦調査における最大の成果は，早産率，

低出生体重児率，先天奇形・先天異常発生率と
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いう周産期における主要アウトカムが，震災後

の 2011 年度から増加することなく，比較対照と

なる全国調査結果や一般的な水準と同水準，ま

たは，やや低い結果であった点である［8］．この

結果を踏まえ，2020 年度で本調査を，2022 年度

にはフォローアップ調査も終了した．

4．まとめ

　2025 年になり，震災後 15 年目となった．震

災後10年目に，日本疫学会の公式雑誌（Journal 

of Epidemiology）に，震災後 10 年の福島の状

況を特集号（ Special Issue on Fukushima -A 

Decade After the Great East Japan 

Earthquake）として発出することができた．著

者が執筆した総説における結論で，「原発事故発

生から 10 年が経過した．福島県『県民健康調

査」は福島県民の健康状態を調査することで支

援に貢献してきたが，10 年経過した現在でも，

避難区域住民の心身の健康状態は十分な改善が

見られていない．甲状腺検査について結論は出

ていない．したがって，福島の人々を支援する

調査を継続する必要がある．今後 10 年間，調査

は対象となる住民や自治体の変化するニーズに

対応すべきである．」と記載した［9］．ここ直近 5

年で健康状態は少なくとも悪化はしていなかっ

た．特筆できることは，甲状腺検査では上述の

通り，「放射線被ばくと甲状腺がんに関連がある

とは認められない」とのことが示されたことで

ある．

　今後も県民のこころとからだ，そして生活を

支援する活動を拡充していくことが必要である

と考える．
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図 1　福島県「県民健康調査」の概要図
（https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/689920.pdf）

図 2　妊産婦に関する調査結果（第 51 回 福島「県民健康調査」検討委員会）


